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1. 交差独立性理論

巽 (1998) はさきに、 この研究集会において「一様乱流における速度の交差独立

性と速度分布」 について報告し、 交差独立性に仮説のもとに、 自由減衰する一様

乱流の一点速度分布が、 エネルギー減衰率 $\epsilon$ に比例する拡散係数をもつ正規分布

となること、 さらに時間 $\mathrm{t}$ の逆一乗に比例するエネルギー減衰則を持つことを示

した。 さらに、 この仮説を三点速度に適用して、二点速度分布に対する閉じた

方程式を導いたが、具体的に解を求めるには至らなかった。

今回は、 交差独立仮説の三点速度への適用の仕方を工夫して、 二点速度分布に

対するより簡単で、 しかも保存諸条件を満たす方程式を導き、 この方程式を用い

て、 解のさまざまな性質を調べることができた。 最も著しい性質は、 一点速度

分布の際に見られた、粘性率 $\backslash /$ を含まない U逆 I肩\not\in (inertial normality) が二

点速度分布においても見られることで、 非正規性は、粘性の影響を受ける散逸領

域においてのみ現れる。 今回は、 これらの結果について報告する。

2. Kolmogorov仮説

一様乱流において、 時刻 $\mathrm{t}\text{、}$ 二点 $\mathrm{x}_{1}$

$\text{、}$ X2 での乱流の速度を $\mathrm{u}(\mathrm{x}_{1}, \mathrm{t})$ $\text{、}\mathrm{u}(\mathrm{x}_{2}, \mathrm{t})$

で表わせば、 一点・二点速度分布は次のように定義される。

$\mathrm{f}(1)=\mathrm{f}(\mathrm{u}_{1}, \mathrm{t})=$ $\langle\delta(\mathrm{u}(\mathrm{x}_{1}, \mathrm{t})-\mathrm{u}_{1})\rangle$ I(3)

$\mathrm{f}^{(2)}(1,2)=\mathrm{f}^{(2)}(\mathrm{u}_{1}, \mathrm{u}_{2} ; \mathrm{r}, \mathrm{t})=$ $\langle\delta(\mathrm{u}(\mathrm{x}_{1}, \mathrm{t})-\mathrm{u}_{1})\delta(\mathrm{u}(\mathrm{x}_{2}, \mathrm{t})-\mathrm{u}_{2})\rangle$ I(4)

ここに、 $\mathrm{u}_{\mathrm{i}}(\mathrm{i}=1,2)$は速度 $\mathrm{u}(\mathrm{x}_{\mathrm{i}}, \mathrm{t})$ に対応する確率変数、 $\delta$ は三次元デルタ関

数、 $\langle\rangle$ は初期分布に対する平均値、 そして、 $\mathrm{r}=\mathrm{x}_{2}-\mathrm{x}_{1}$ は二点間の距離を表わ

す。 なお、 式番号の前の I は前論文 (巽 (1998)) の式番号を示す。
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距離 $|\mathrm{r}|$ が極めて大きいか、極めて小さいかの極限においては、 $\mathrm{f}^{(2)}$ と $\mathrm{f}$ との間

に次のような関係が成り立つ。

分離の条件 : $\mathrm{l}\mathrm{i}\mathrm{m}|\mathrm{r}|arrow\infty \mathrm{f}^{(2)}(1,2)=\mathrm{f}(1)\mathrm{f}(2)$
$\mathrm{I}(7)$

一致の条件 : $\mathrm{l}\mathrm{i}\mathrm{m}|\mathrm{r}|arrow 0\mathrm{f}^{(2)}(1,2)=\mathrm{f}(1)\delta(\mathrm{u}_{2}-\mathrm{u}_{1})$ $\mathrm{I}(8)$

これらの条件以外、 一般に二点分布と一点分布との関係は存在しない。 ただ、

多点分布を低次の分布と関係づけるのに広く用いられるのは贈寸#の仮定で、 二

点分布に対しては、
$\mathrm{f}^{(2)}(1,2)=\mathrm{f}(1)\mathrm{f}(2)$ $\mathrm{I}(12)$

のように表わされる。 この関係は、 I(7)から明らかなように、 $|\mathrm{r}|$ が極めて大

きい場合に成り立つ。

ここで見方を変えて、速度 $\mathrm{u}_{1}$ と $\mathrm{u}_{2}$ との Eおよび譜、
$\mathrm{u}_{+}=- 4-(\mathrm{u}_{1}+\mathrm{u}_{2})$ , $\mathrm{u}_{-}=\star\Delta \mathrm{u}=*(\mathrm{u}_{2}-\mathrm{u}_{1})$ I(13)

を分布の新たな変数と考え、速度変数 $\mathrm{u}+\backslash$ u- の分布を I(14)
$\text{、}$

I(15) のように定

義すれば、 $\mathrm{f}^{(2}$ゝと $\mathrm{f}$ との独立関係 I(12) とは違った関係、
$\mathrm{f}^{(2)}(1,2)=\mathrm{f}^{(2)}(\mathrm{u}_{1}, \mathrm{u}_{2} ; \mathrm{r}, \mathrm{t})=2- 3\mathrm{g}\mathrm{l}2)$ $(\mathrm{u}+, \mathrm{u}-;\mathrm{r}, \mathrm{t})$ I(19)

$\mathrm{g}^{(2)}(\mathrm{u}+, \mathrm{u}-;\mathrm{r}, \mathrm{t})=\mathrm{g}+(\mathrm{u}+, \mathrm{r}, \mathrm{t})\mathrm{g}_{-}(\mathrm{u}_{-}, \mathrm{r}, \mathrm{t})$ I(20)

を考えることができる。 これが ziaxiである。 この関係は、 通常の独立性
I02) とは違って、 分離条件 I(7) と一致条件 I(8) をともに満たすことができる。
この交差独立性は、Kolmogorov (1941) の局所等方性乱流理論における基本仮説

と同等であることが、 Tatsumi (2001) によって示されてぃる。 局所等方性乱流で

は、 乱流の小規模成分は統計的に一様等方的であり、 大規模成分とは独立な平衡
状態にあると仮定し、小規模成分を表わす変数として速度差 $\Delta \mathrm{u}$ をとってぃる。

この仮説は、 I(13) と $\mathrm{I}(20)$ を考慮すれば、 まさに z2f#2夜 Kに他ならない。
この仮説については Sreenivasan 他 (1998) による実験的検証がなされており、

等方性乱流では、小規模成分に関する統計量は、慣性領域において大規模成分に

依存しないとの結論が得られている。 この結論は、 ここでの対象が一様等方性

乱流であり、仮説の適用が慣性領域以下の距離 $\mathrm{r}$ に限られてぃることがら見て、

その有効性に十分な保証を与えるものと言えよう。

3. 慣性正規性

交差独立仮説を用いて導いた一点速度分布方程式 I(29) と、 その解の表ゎす正
規分布 I(43) は、 いずれもパラメターとしてはエネルギー散逸率 $\epsilon$ (I (32)) のみを
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味での慣性相似則に従う F\mbox{\boldmath $\theta$}I屏介$\oint$(inertially normal distribution) である

ことを示している。 このことは、 この分布のもつ乱流 Reynolds 数が $\mathrm{R}=\infty$ であ

り、 Kolmogorov 長さが $\eta=0$ であることを意味しており、それは、 この一様等方

性乱流が有限の特性長さをもたないことに起因している。

この乱流のエネルギー減衰則 $E\propto \mathrm{t}^{-1}$、エネルギー散逸の減衰則 $\epsilon\propto \mathrm{t}^{-2}(\mathrm{I}(44))$

は、 いずれもこの意味に理解されなければならない。 すなわち、現在の多くの

実験結果から帰納されるエネルギー減衰則は $E\propto \mathrm{t}^{-1.2}$ であるが、 この程度の誤差

は、 実験の乱流 Reynolds数の有限性から止むを得ないものと思われる。

4. 二点速度分布方程式

二点速度分布を求めるには、 二点分布方程式 $\mathrm{I}(53)$ の粘性項と圧力項に含まれ

る高次分布に交差独立仮説を適用して、 閉じた方程式を導かなければならない。

粘性項に関しては、前回は一点分布の場合と同様、距離が 0 となる二点に対し

て仮説を適用して、粘性項の閉じた表現� (53) を導いたが、 今回もこの結果を用

いる。 圧力項に関しては、前回は三点一致の条件 I(54) による仮説� (57) を用

いて、圧力項の閉じた表現 I(57) を導いた。 しかし、 この仮定は一意的ではな

く、 得られた結果も取り扱いが難しいために、 今回は粘性項と同じ方式での仮説

の適用を行なう。

以上の方針のもとに解析 (省略) を行なえば、 次のような–$-_{\mathit{7}}$点 Jff9$方$llX$が

得られる。
$[\partial/\partial \mathrm{t}+(\mathrm{u}_{2}-\mathrm{u}_{1})\cdot\partial/\partial \mathrm{r}+\alpha\{2|\partial/\partial \mathrm{u}_{1}|^{\mathrm{z}}+|\partial/\partial \mathrm{u}_{2}|^{2}\}$

$-\{(\partial/\partial/\mathrm{u}_{1}\cdot\partial/\partial \mathrm{x}_{1})\beta(\mathrm{u}_{1}, \mathrm{t})+(\partial/\partial \mathrm{u}_{2}\cdot\partial/\partial \mathrm{x}_{2})\beta(\mathrm{u}_{2}, \mathrm{t})\}]\cross$

$\mathrm{X}\mathrm{f}^{(2)}(\mathrm{u}_{1}, \mathrm{u}_{2} ; \mathrm{r}, \mathrm{t})=0$ (1)

$\beta(\mathrm{u}\mathrm{i}, \mathrm{t})=(4\pi)^{-1}\int\int|\mathrm{r}’|^{-1}(\mathrm{u}\mathrm{i}. \partial/\partial \mathrm{r}’)2\mathrm{g}-(\mathrm{u}_{-}’, \mathrm{r}’, \mathrm{t})\mathrm{d}\mathrm{r}’\mathrm{d}\mathrm{u}_{-}’$ , $\mathrm{i}=1,2$ (2)

二点速度分布 $\mathrm{f}^{(2)}$ ま、 二変数関数であるために取り扱いが難しく、一般にこれ

を速度和と速度差の分布に分けて考察するのが常である。 このため、 (1)式を交

差速度 $\mathrm{u}+_{\text{、}}$ u- に対して書き換えれば、 次のようになる。

[ $\partial/\partial \mathrm{t}+2$ u- $\cdot$ $\partial/\partial \mathrm{r}.+\star\alpha 2(|\partial/\partial \mathrm{u}_{+}|2+|\partial/\partial.\mathrm{u}-|2)$

$-$ { $(\partial/\partial \mathrm{u}_{1}\cdot\partial/\partial \mathrm{x}_{1})\beta(\mathrm{u}_{+}$-u-, $\mathrm{t})+(\partial/\partial \mathrm{u}_{2}\cdot\partial/\partial \mathrm{x}_{2})\beta(\mathrm{u}_{+}+\mathrm{u}-,$ $\mathrm{t})$ } $]\cross$

$\mathrm{X}\mathrm{g}(2)$ ( $\mathrm{u}+$ , u-; $\mathrm{r},$
$\mathrm{t}$ ) $=0$ (3)
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5. 速度和の分布

5. 1 速度和の分布方程式

速度和の分布 $\mathrm{g}+$ に対する方程式は、 (3) 式を u- のすべての値に対して積分す
ることによって、 次のようになる。

$[\partial/\partial \mathrm{t}+*\alpha 2|\partial/\partial \mathrm{u}_{+}|2$

$-\{(\partial/\partial \mathrm{u}_{1}\cdot\partial/\partial \mathrm{x}_{1})+(\partial/\partial \mathrm{u}_{2}\cdot\partial/\partial \mathrm{x}_{2})\}\cross$

$\cross$ { $\beta(\mathrm{u}_{+},$ $\mathrm{t})+$ $\langle$

$\beta$ (u-) $\rangle$ } $]\mathrm{g}+(\mathrm{u}_{+}, \mathrm{r}, \mathrm{t})=0$

ところが、 $\mathrm{u}_{\mathrm{i}}$ と $\mathrm{x}\mathrm{i}(\mathrm{i}=1,2)$ による微分は、 速度和 $\mathrm{u}+$ の関数に対して働くため、
� $/\partial \mathrm{u}_{1}=*$ ( $\partial/\partial \mathrm{u}_{+}-\partial/\partial$ u-), $\partial/\partial \mathrm{u}_{2}=\star$ ( $\partial/\partial \mathrm{u}_{+}+\partial/\partial$ u-)

$-\partial/\partial \mathrm{x}_{1}=\partial/\partial \mathrm{x}_{2}=\partial/\partial \mathrm{r}$ (4)

となるから、圧力項は消えて、方程式は次式に帰着する。
$[\partial/\partial \mathrm{t}+\star\alpha|2\partial/\partial \mathrm{u}_{+}|2]\mathrm{g}+(\mathrm{u}_{+}, \mathrm{r}, \mathrm{t})=0$ (5)

(5)式は交差独立仮説による f淀 Eの介\mbox{\boldmath $\tau$}方 P式を与えるが、 方程式は粘性項
の係数 $\star^{-}$を除いて一点速度分布方程式 I(29) と同形であり、 距離 $\mathrm{r}$ を含まない。

5. 2 速度和の正規分布
(5) 式は $\mathrm{I}(29)$ の係数 $\alpha 2$ を $\star\alpha 2$で置き換えたものであるから、 同じ手順にょ

って、 一点速度分布 I(43) から直ちに速度和の分布 $\mathrm{g}+$に対する –
$–\mathrm{A}_{\mathrm{J}}\overline{\tau}\mathrm{E}\mathrm{M}\mathrm{H}\mathcal{L}$

、

$\mathrm{g}+(\mathrm{u}+, \mathrm{r}, \mathrm{t})=\mathrm{g}+(\mathrm{u}_{+}, \mathrm{t})=(\mathrm{t}/2\pi\alpha 0^{2})^{3/2}\exp(-|\mathrm{u}_{+}|^{2}\mathrm{t}/2\alpha 0^{2})$ (6)

および一沃$\overline{\pi}E$履介広

$\mathrm{g}_{\dagger}(\mathrm{u}_{+}, \mathrm{r}, \mathrm{t})=\mathrm{g}+(\mathrm{u}+, \mathrm{t})=(\mathrm{t}/2\pi\alpha_{0^{2}})1/2\exp(-\mathrm{u}+^{2}\mathrm{t}/2\alpha_{0^{2}})$ (7)

が得られる。

速度和の分布 $\mathrm{g}+$ の分散が一点速度分布 $\mathrm{f}$ の分散の 4-であることは、 $\mathrm{g}+$ が互い

に独立な一点速度 $\mathrm{u}_{1}$ と u2 の和の分布に等しいことを示してぃる。

速度和の分布の実験的測定は数多くなされているが、 いずれも正規分布とほと
んど一致しており、 ただ平坦度は正規分布の 3よりやや小さい 2. 66となってぃる
(Sreenivasan 他 (1998))。測定結果では分布が規格化されてぃるため、 $\mathrm{r}arrow \mathrm{O}$

の極限で、速度和の分布がどのように一点分布に移行してぃるがは分がらない。

5. 3 速度和の分布の慣性正規性
(6)

$\text{、}$

(7)式で与えられる速度和の分布が、一点速度分布 I(43) と同じ慣性正規
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性をもつことは、分離の条件� (7) がすべての距離において成り立つことを意味す

る。 このことは、 距離 0 での一致の条件 I(8) と矛盾するように見えるが、 これ

は分布の慣性相似性によって解決する。 慣性相似性の下では、 Kolmogorov長さ

$\eta=(\mathrm{v}/3\epsilon)^{1/4}$ は 0 であるから、散逸領域の大きさは無限小となる。 このとき、

解は無限小の散逸領域の下端 $\mathrm{r}=0$ において一致の条件 I(8) を満たし、 上端 $\mathrm{r}=$

$0(\eta)>0$ において分離の条件� (7) を満たすと考えればよい。 そして、 解が $\mathrm{r}$ の

すべての値に対して分離の条件� (7) を満たすことは、上に見た通りである。

5. 4 準正規近似理論

二点速度分布に対する分離の条件 $\mathrm{I}(7)$ が、 距離 0 の近傍を除くすべての領域に

おいて成立することは、 この条件に基礎をおく乱流の準正規近似理論に大きな物

理的根拠を与える。 よく言われるように、 この近似は低 Reynolds数においての

み有効なのではなく、逆に、 慣性極限 $(\mathrm{v}arrow 0_{\text{、}} \epsilon>0)$ に近い高 Reynolds数におい

ても成立することは、 上に示されたとおりである。

では、 なぜ準正規近似理論のあるものは破綻し、 あるものは一定の成果を収め

得たのか。 その原因は、 高 Reynolds 数における有限の慣性散逸 $(\epsilon>0)$ の存在

にある。 近似理論の物理的根拠が何であれ、結果として有限の慣性散逸をどう

取り入れたかによって、理論の成否が分かれたものである。 しかし、 有限の慣

性散逸は、 元来、 人為的な仮定ではなく、 $\mathrm{I}(27)\text{、}\mathrm{I}(28)$ におけるように、散逸項

に乱流の小規模成分を繰り込むことによって導かれるべきものである。

6. 速度差の分布

6. 1 速度差の分布方程式

速度差の分布 g- に対する方程式は、 (3) 式を $\mathrm{u}+$のすべての値について積分す

ることによって、次のようになる。

[ $\partial/\partial \mathrm{t}+2$ u- $\cdot$ $\partial/\partial \mathrm{r}+\star\alpha 2|\partial/\partial \mathrm{u}-|2$

$-\{(\partial/\partial \mathrm{u}_{1}\cdot\partial/\partial \mathrm{x}_{1})+(\partial/\partial \mathrm{u}_{2}\cdot\partial/\partial \mathrm{x}_{2})\}\cross$

$\cross$ { $\langle$ $\beta(\mathrm{u}+)\rangle$ $+\beta$ (u-, $\mathrm{t})$ } $]$ g-(u-, $\mathrm{r},$
$\mathrm{t}$ ) $=0$

ところが、 $\mathrm{u}_{\mathrm{i}}$ と $\mathrm{x}_{\mathrm{i}}(\mathrm{i}=1,2)$ による微分は、 小規模成分 u- の関数に働くため、

� $/\partial \mathrm{u}_{1}=-\partial/\partial$ u-, $\partial/\partial \mathrm{u}_{2}=\partial/\partial$ u-, $-\partial/\partial \mathrm{x}_{1}=\partial/\partial \mathrm{x}_{2}=\partial/\partial \mathrm{r}$ (8)

となり、 方程式は次式に帰着する。
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[ $\partial/\partial \mathrm{t}+2$ u- $\cdot$ $\partial/\partial \mathrm{r}+*\alpha|2\partial/\partial \mathrm{u}-|2$

-2 ( $\partial/\partial$ u- $\cdot$ $\partial/\partial \mathrm{r}$ ) $\beta$ (u-, $\mathrm{t}$ ) $]\mathrm{g}_{-}(\mathrm{u}_{-}, \mathrm{r}, \mathrm{t})=0$ (9)

ここに、 速度差 u-の関数は速度和 $\mathrm{u}_{+}$の関数に比べてより激しい変化を示すことを
考慮して、 $\langle\beta(\mathrm{u}+)\rangle$ を $\beta$ (u-, t) に比べて無視してぃる。

(9) 式は、 速度差の分布に対する方程式を与えるが、「$\pm f$]項に積分を含むため
取り扱いが難しい。 このため、 これを簡単化した近似方程式を導いておく。 (2)

式に u-を代入して、 主変数 u- と副変数 $\mathrm{u}_{-}’$ との間に等方独立性を仮定すれば、
$\beta$ (u-, $\mathrm{t}$ ) $=(4\pi)-1$ I $|\mathrm{r}’$ I1 (u- $\cdot\partial/\partial \mathrm{r}’$ ) $2\mathrm{g}_{-}(\mathrm{u}_{-}’, \mathrm{r}’, \mathrm{t})\mathrm{d}\mathrm{r}’\mathrm{d}\mathrm{u}_{-}’$

$=(12\pi)-1|$ u- $|2 \int\int|\mathrm{r}’$ I $|\partial/\partial \mathrm{r}’|2\mathrm{g}_{-}(\mathrm{u}_{-}’, \mathrm{r}’, \mathrm{t})\mathrm{d}\mathrm{r}’\mathrm{d}\mathrm{u}_{-}’$

$=-(1/3)| \mathrm{v}-|2\int\int\delta(\mathrm{r}’)\mathrm{g}_{-}(\mathrm{v}_{-}’, \mathrm{r}’, \mathrm{t})\mathrm{d}\mathrm{r}’\mathrm{d}\mathrm{v}_{-}’=-(1/3)|\mathrm{v}-|2$ (10)

となるから、 (9)式は次のように書ける。
$[\partial/\partial \mathrm{t}+2\mathrm{u}-\cdot\partial/\partial \mathrm{r}+\star\alpha|2\partial/\partial \mathrm{u}-|2$

$+(2/3)$ ( $\partial/\partial$ u- $\cdot$ $\partial/\partial \mathrm{r}$) $|\mathrm{u}-|2]$ g-(u-, $\mathrm{r},$
$\mathrm{t}$ ) $=0$ (11)

以下、 簡単のためこの方程式を用いる。

6. 2 遠隔解
(11)式は一般に距離 $\mathrm{r}$ に依存するが、遠隔領域では $\mathrm{r}$ 微分が無視できるため、

$[\partial/\partial \mathrm{t}+\star\alpha 2|\partial/\partial \mathrm{u}-|2]$ $\mathrm{g}_{-}(\mathrm{u}_{-}, \mathrm{r}, \mathrm{t})=0$ (12)

に帰着する。

(12)式は速度和の (5)式と同一であり、 その解もまた–$–\mathit{7}iz$ ES9W、
$\mathrm{g}_{-}$ (u-, $\mathrm{r},$

$\mathrm{t}$ ) $=\mathrm{g}-(\mathrm{u}-, \mathrm{t})=(\mathrm{t}/2\pi\alpha 0^{2})3/2\exp(-|\mathrm{u}_{-}|2\mathrm{t}/2\alpha_{0}^{2})$ (13)
および一 $X_{J\Pi}^{-}E$履分広

$\mathrm{g}_{-}$ (u-, $\mathrm{r},$
$\mathrm{t}$ ) $=\mathrm{g}_{-}$ (u-, $\mathrm{t}$ ) $=(\mathrm{t}/2\pi\alpha 0^{2})1/2\exp(-\mathrm{u}_{-}^{2}\mathrm{t}/2\alpha 0^{2})$ (14)

によって与えられる。

速度差の分布 g-の遠隔解 (13)
$\text{、}$

(14) が、 速度和の分布 $\mathrm{g}+$ と同形の正規分布とな
ることは、 二点速度が互いに独立であるとき、速度差も速度和と同様に独立偶然
量の和となることからの当然の帰結である。

6. 3 近接解

近接領域においては分布の非等方性が現れるため、 (11)式の解を座標成分ごと
の一次元分布に分解する必要がある。 ただ等方性乱流では、 距離 $\mathrm{r}$ に関する軸
対称性を仮定することができるため、直角座標系 $\mathrm{x}=(\mathrm{x}, \mathrm{y}, \mathrm{z})$ において、 距離べ
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クトルを $\mathrm{r}=(\mathrm{r}, 0,0)$ 、速度差を u- $=(\mathrm{u}||, \mathrm{V}[perp], \mathrm{W}[perp])$ ととれば、 一沃$\overline{\pi}$逆度麦分 Lは ‘

$\mathrm{g}||(\mathrm{u}||, \mathrm{r}, \mathrm{t})=\int\int \mathrm{g}_{-}$ (u-, $\mathrm{r},$
$\mathrm{t}$ ) dv\perp dw�

$\mathrm{g}_{1}(\mathrm{v}_{1}, \mathrm{r}, \mathrm{t})=\int\int \mathrm{g}_{-}(\mathrm{u}_{-}, \mathrm{r}, \mathrm{t})\mathrm{d}\mathrm{u}_{||}\mathrm{d}\mathrm{w}[perp]$ (15)

$\mathrm{g}[perp](\mathrm{w}\mathrm{l}, \mathrm{r}, \mathrm{t})=\int\int \mathrm{g}-(\mathrm{u}-, \mathrm{r}, \mathrm{t})\mathrm{d}\mathrm{u}||\mathrm{d}\mathrm{v}$ �

のように表わされる。 $\mathrm{g}||$ は軸に平行な llliiXi\subset l)Heを、 二つの g�は垂直なダ

麓度譜の $\mathrm{z}\ovalbox{\tt\small REJECT}\nearrow\backslash$を表わす。 軸対称性により、 二つの横速度差の分布g�は相等しい。

6. 4 横速度差の分布の近接解

横速度差の分布 g�に対する方程式は、 (1D 式を $\mathrm{u}||\text{、}$ w�のすべての値に対して

積分すれば、次のように得られる。
$[\partial/\partial \mathrm{t}+\star\alpha 2\partial 2/\partial \mathrm{v}_{1}^{2}]\mathrm{g}_{1}(\mathrm{v}_{1}, \mathrm{r}, \mathrm{t})=0$ (16)

(16) 式は、遠隔領域に対する (12)式の一次元形に他ならないから、横速度差の

分布の近接解は、遠隔解 (14) と同じ $-fij^{\backslash }$J-UJEM9$として次のように与えられる。
$\mathrm{g}_{1}(\mathrm{v}_{1}, \mathrm{r}, \mathrm{t})=\mathrm{g}_{1}(\mathrm{v}_{1}, \mathrm{t})=(\mathrm{t}/2\pi\alpha 0^{2})1/2\exp(-\mathrm{v}^{2}[perp] \mathrm{t}/2\alpha 0^{2})$ (17)

6. 5 縦速度差の分布の近接解

縦速度差の分布 $\mathrm{g}||$ に対する方程式は、 (1D式を $\mathrm{v}[perp]\text{、}$ w�のすべての値に対して

積分すれば、次のように得られる。
$[\partial/\partial \mathrm{t}+\star\alpha 2\partial 2/\partial \mathrm{u}||2$

$+\{2\mathrm{u}_{||}+(2/3)(\partial/\partial \mathrm{u}_{||})(\mathrm{u}_{||}+22\langle_{\mathrm{V}1^{2}}\rangle)\}(\partial/\partial \mathrm{r})]\mathrm{g}||(\mathrm{u}||, \mathrm{r}, \mathrm{t})=0$ (18)

(18) 式の最初の二項は距離 $\mathrm{r}$ に依らない正規分布を与え、 これに対して第三項

は $\mathrm{r}$ に依存する非正規分布を与える。

(18) 式の解として、一点速度分布と同じ時間的自己相似性をもつものを考え、
$\alpha 2_{=}\alpha 0^{2}$ t-2, $\mathrm{u}_{||}=\mathrm{u}$ t-1/2 $\alpha 0$ , $\mathrm{r}=\mathrm{s}\mathrm{t}^{\iota/2}\alpha 0$ , $\mathrm{g}||(\mathrm{u}||, \mathrm{r}, \mathrm{t})=\mathrm{t}^{1/2}\mathrm{G}(\mathrm{u}, \mathrm{s})$ (19)

とおけば、 (15) により、

$\langle_{\mathrm{V}1^{2}}\rangle$ $=\mathrm{I}\mathrm{v}[perp]^{2}\mathrm{g}_{1}(_{\mathrm{V}[perp]}, \mathrm{t})\mathrm{d}_{\mathrm{V}[perp]}=\alpha 0^{2-1}\mathrm{t}$ (20)

となり、 (18)式は次のように書ける。
$[1+\mathrm{u}\partial/\partial \mathrm{u}+\partial 2/\partial \mathrm{u}^{2}]\mathrm{G}+[-\mathrm{s}+(4/3)\{5\mathrm{u}+(2+\mathrm{u}^{2})\partial/\partial \mathrm{u}\}]\partial \mathrm{G}/\partial \mathrm{s}=0$ (21)

近接領域においては分布は $\mathrm{u}$ と $\mathrm{s}$ に対して急激に変化すると考えられるから、

(21)式において最高階の項のみを考慮すれば、

� 2 $\mathrm{G}/\partial \mathrm{u}^{2}+(4/3)(2+\mathrm{u}^{2})\partial 2\mathrm{G}/\partial \mathrm{u}\partial \mathrm{s}=0$ (22)

217



(22) 式の一般解は、 $\mathrm{H}$を任意関数として次式で与えられる。
$\mathrm{G}(\mathrm{u}, \mathrm{s})=\mathrm{H}(\mathrm{u}+\mathrm{u}/36-(3/8)\mathrm{s})$ (23)

(23) 式は、 $\mathrm{H}$ として $\delta$ 関数のような原点に集中した関数を考えれば、
$\mathrm{s}\ll 1$ に対して $\mathrm{u}\propto \mathrm{s}$ (24)

$\mathrm{s}$
$\gg 1$ に対して $\mathrm{u}\propto \mathrm{s}1/3$ (25)

の関係が成り立っことを示してぃる。 このうち、 (24) は、 縦速度差の $\mathrm{i}F,H_{\backslash }//\ovalbox{\tt\small REJECT} fJf^{\backslash }$

Uを表わし、 (25) は 717!l%Iiを表わしてぃる。 このことがら、 近接解 (23) は、

正則領域と慣性領域に対応する解であることが分がる。
以上の結果は、本論文における交差独立仮説が局所平衡仮説と同等であること

からの当然の帰結であると思われる。 ただ、 (23) における関数 $\mathrm{H}$ の具体形を求
めるには、有限の散逸領域を考慮した解析が必要であるが、 これは次の論文の課
題としたい。

7. 慣性相似分布の普遍性

以上の理論的結果は、 一様乱流の一点・二点速度分布が、近接領域における縦
速度差の分布を除いて、すべて \pi 逆$Effl\ovalbox{\tt\small REJECT}^{\mathrm{C}}$ であることを示してぃる。 この一

様乱流における慣性相似分布の存在は、交 $\not\equiv J\ovalbox{\tt\small REJECT}_{-\hat{\angle|}}$夜 Kにょる散逸領域の局在化に
よってもたらされたもので、 より複雑な非一様乱流においても、 その普遍的存在
が期待される。 このことは、 交譜$\mathit{2}_{-}\hat{|\mathrm{z}}$ の複雑乱流への応用に対して、 明る
い展望を与えるものと期待される。
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